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Ⅰ　調査結果と提言

・ 新型インフルエンザが京都の宿泊業に与えた
影響は深刻であった。
・ 深刻な影響は、「神戸で患者が発生した直後」
に現れた。
・ 影響は、旅館よりもビジネスホテルで早く現
れた。
・ 回復状況は、事業者間で大きなバラツキがあ
る。
・ ビジネスホテルがとった対応策は、大部分が
値下げであったのに対し、旅館は「何もしな
かった」が約半数を占める。
・ 「公的機関へ支援要請」をしたビジネスホテル
は、1件もなかった。
・ 今回のインフルエンザ騒動から得られた今後
の対策は、ビジネスホテルでは、「キャンセル
の可能性が低い宿泊層を開拓する」、「宿泊時
期を分散させ、1年をとおして宿泊客がある
ようにする」であった。一方、旅館では、「内
部留保を高めるなど、経営体質を強化する」
と「新たな対応は何も考えない、現状のまま
でいい」であった。
・ 共済や保険制度の整備の必要性を感じている
のは 2割程度の事業者だけであるが、旅館が
ビジネスホテルの 2倍以上であった。
・ 「公的支援の充実を要求する」事業者は、1割
にも満たない。

新型インフルエンザの流行によって、京都の宿
泊業は一時的に深刻な影響を受けたが、致命的な
打撃を被るまでには至らなかった。しかし、突発
的に発生する巨大な災害によって被る被害の深刻
さは、その規模も範囲も予想不可能であり、しか
も事業者間で大きな差異があるであろう。それを
見越して、事前に対応策を講じることが事業経営
にとって有意義であるだけでなく、京都が観光客
を受け入れる態勢を維持・持続する側面からも極
めて重要である。
発生の頻度と程度が、一定の精度で予測可能な
危険（リスク）に対しては、ある程度までは各事
業者の個々の努力で対応できるかも知れない。し
かし、予測が不可能で突発的にかつ大規模に発生
する不確実性に対しては、個々の事業者で対応し
得る範囲を超えており、共済や保険制度の整備と
ともに、公的機関と一体となった対策を事前に構
築しておくことが必要不可欠であると認識すべき
である。

Ⅱ　調査の内容とその結果

1　調査目的
新型インフルエンザが、京都の旅館・ホテル事
業に与えた影響とその対策を調査し、今後の事業
経営の参考資料として活かしてもらうとともに、
旅館・ホテル事業のリスク・マネジメントのあり
方を考える際の基礎資料とする。
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2　調査対象
京都市下京区に立地する旅館・ホテル事業者を
対象とした。平成 21 年 6 月末現在で、京都府旅
館生活衛生同業組合（京都府旅館組合）に加盟す
る下京区の 83 件と、MSN電話帳で下京区の旅館
事業者名簿に記載されている 127 件から京都府旅
館生活衛生同業組合の組合員を除いた 52 件、合
計 135 件を調査対象とした。

3　調査時期と調査方法
本年（平成 21 年）7月 1日（水）から 15 日（水）
までの 2週間で調査を実施した。京都・滋賀で新
型インフルエンザが発生した後、その影響がある
程度納まった時期を選んで調査を行なった、
調査方法は、龍谷大学経済学部の学生諸君が分
担して調査票を各事業者に持参し、その場で回答
してもらい回収したケースもあるが、大部分は後
日回収した。
書類上の調査対象は 135 件であったが、訪問し
てみると、そのうちの 5件が事業閉鎖ないし調査
当時は営業しておらず、実際に配布する調査票は
130 件が対象となった。有効回答数は 65 件（配布
数に対して 50％）であった。

4　調査結果の概要
新型インフルエンザに係わる結果についての
み、まとめた。回答者全体と、ビジネスホテルと
旅館に分類して各々についての結果も参考にし
た。

①  新型インフルエンザの影響がなかったと答
えた事業者は 1割以下に過ぎず、大部分の事
業者は深刻な影響を被った。「宿泊客が皆無
の日がほとんど」の回答が 2割強あり、約半
数の旅館・ホテル事業者が 5割以上の宿泊客
を減少させた。

　 　ビジネスホテルと旅館に区分して結果をみ
てみると、ビジネスホテルに比べて、旅館は
影響を受けた程度のバラツキが事業者間で非
常に大きい。

② 新型インフルエンザの影響の内容は、約 6割

が「予約キャンセル（宿泊とりやめ）」であり、
約 4割が「宿泊時期の変更」であった。

③  新型インフルエンザによる宿泊者減少が顕
著になった時期は、「成田空港で最初の患者
が発生した直後」は 2％とごく僅かであった
が、「神戸で患者が発生した直後」では 4割
に達した。

　 　新型インフルエンザの影響は、旅館よりも
ビジネスホテルで早く現れた。

④  どのような宿泊客の宿泊予約キャンセルや
宿泊時期の変更等が目立ったかの問いに対
して、日本人の個人客と修学旅行生と答えた
割合が、外国人の個人客と一般の団体客と答
えた割合の 2倍に達する。これは、宿泊客の
構成割合が影響しており、予約数に対する
キャンセルの割合を考慮した回答ではない
と考えるべきであろう。

　 　キャンセル等が目立つのは、ビジネスホテ
ルでは日本人の個人客であり、旅館では外国
人と修学旅行生であった。

⑤  宿泊客の減少に対して、回答者の 3分の 1の
事業者は、「何もしなかった」と回答してい
る。次に多いのが「宿泊料金の引き下げ」で
あり、回答者の 4分の 1 に達する。「公的機
関へ支援要請」は 1割程度にとどまっている。

　 　ビジネスホテルがとった対応策は、大部分
が値下げであったのに対し、旅館は「何もし
なかった」が約半数を占める。ビジネスホテ
ルでは、「公的機関へ支援要請」は 1件もな
かった。

⑥  ７月上旬の宿泊状況は、約半数の事業者で
「例年の水準」に戻っているが、3割強の事
業者では「かなり落ち込んだまま」であった。
さらに、1割の事業者は「まったく回復して
いない」状況が続いていた。

⑦  今回の新型インフルエンザの影響を参考に
して、今後の対策について尋ねた質問に対し
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て、「内部留保を高めるなど、経営体質を強
化する」が 25％で最も多く、「旅館組合など
で災害に備えた共済・保険制度を整備する
（保険料の一部は公的機関に負担を依頼す
る）」が 19％で続いている。「公的支援のよ
り一層の充実を要求する」は 13％であり、「新
たな対応は何も考えない、現状のままでい
い」が 19％に達する。共済や保険制度の整
備も 19％であった。

ビジネスホテルでは、「キャンセルの可能性が
低い宿泊層を開拓する」が 3割弱でトップであっ

た。2番目に多かったのは、「宿泊時期を分散させ、
1年をとおして宿泊客があるようにする」で、約
2割であった。また、「新たな対応は何も考えない、
現状のままでいい」も同数あった。旅館は、「内
部留保を高めるなど、経営体質を強化する」が 3
割強で最も多かった。2番目に多かったのは、「新
たな対応は何も考えない、現状のままでいい」で、
約 2割であった。共済や保険制度の整備の必要性
を感じているのは、旅館がビジネスホテルの 2倍
以上になっている。

【資料】
5　調査結果の詳細
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6　アンケート調査票
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